






2 .地区計画のつくり方

3.地区計画をつくったあとの手続き

（※）区市町村により手続きが異なることがあります。

（※）届出が必要な行為…土地の区画形質の変更、建築物の建築、工作物の建設など

《建物を建てる場合の例》

まちづくりの
スタート

良好な住環境を守りたい、困ったことが
起きたなど様々なきっかけをもとに、まち
づくりについて考えてみましょう。

木造の建物が密集している、行政として
重要な地区であるなど、まちづくりの必
要性等を整理します。

勉強会などの組織をつくり、地区の好き
なところ、問題があるところなどを話し合
い、課題を検討します。

地区の基礎資料を作成したり提供します。

まちづくりの目標や具体的なルールを検
討します。

実現の見通しや上位計画との整合等につ
いて検討します。

素案の内容をもとに原案をとりまとめます。

地区内の土地所有者等は、原案に対しての
意見書を提出することができます。

関係機関との調整や意見書の内容を踏ま
え、必要に応じて内容の修正を行います。

関係区市町村の住民および利害関係者は、
案に対して意見書を提出することができます。

都市計画審議会の議を経て、区市町村が
地区計画を都市計画として決定します。

地区を調査して
課題を整理する

地区計画の素案
をつくる

地区計画の原案
をつくる

原案の公告・縦覧
（※）

地区計画の案
をつくる

案の公告・縦覧

・案の申し出
・都市計画の提案

地区のみなさんが検討すること 行政が検討すること

土地所有者等による
意見書の提出（※）

住民等による
意見書の提出

都市計画決定

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

地区計画の区域内で建築行為等（※）を行う場合は、工事着手の30日前までに区市町村へ届出が必要です。

建築主 事前相談 計画の届出 建築確認など
の手続き 工事着手

区市町村 事前受付 審　査 必要に応じて
指導・勧告

適合

不適合
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